
東温市家庭教育学級推進事業実施要領

（目的）

第1条　この要領は、保護者が家庭教育に関する学習会や交流を行い、その成果を家庭や地域に還元することにより家庭の教育力の向上を図り、未来の東温市を担う心豊かでたくましい子どもを育むことを目的とする。

（家庭教育学級推進事業の内容）
第2条　家庭教育学級推進事業（以下「事業」という。）においては、次に掲げる事業を実施する。

（1）子育て支援及び家庭の教育力向上に関する研修会及び講習会

（2）親子体験学習会

（3）豊かな人間性を育むための活動

（4）その他家庭の教育力向上に資すると認める事業

（事業の実施方法）
第3条　事業は、市長が市内の幼稚園、小学校及び中学校に開設される家庭教育学級に委託して実施する。
（委託料の支払）
第4条　市長は、家庭教育学級と委託契約を締結し、別に定める金額を限度として家庭教育学級の運営に要する経費を家庭教育学級に支払う。
（委託料の対象経費）
第5条　委託料の対象経費は、賃金、消耗品費、燃料費、食糧費、印刷製本費、通信運搬費、使用料及び賃借料とする。

（事業実施に関する留意事項）
第6条　事業実施に当たっては、次に掲げる事項に留意するものとする。
（1）参加者、講師（指導員）、ボランティア等の安全確保に十分配慮し、事故に備えて保険に加入すること。

（2）学校、ＰＴＡ、自治会、警察や消防等の機関・団体との連携・協力を図り、安全管理についての研修会の開催や各家庭教育学級の実情に応じた安全管理体制を整備すること。

（3）県及び市町に設置された「体験活動ボランティア活動支援センター」等との連携協

力により、地域の大人、退職教員、大学生、社会教育関係団体指導員等をはじめ、できる限り多くの人材や組織・機関・団体等の協力が得られるよう努めること。

（4）講師（指導員）に対する謝金その他の支出についても諸帳簿を整え、適正に執行すること。

（5）食糧費は講座を開催する場合の茶菓子等に限ること。

（6）備品となるものは購入しないこと。

（7）預貯金により生じた利息については、事業を遂行するために必要な経費に充当すること。

（8）委託料の経理については、特定の個人が管理することがないよう複数の者が管理し、委託料の適切な執行に努めるとともに、事業終了後に監査を受けること。

（9）事業計画、事業報告書等必要書類の提出に当たっては、同一の印鑑を使用すること。

附　則
この要領は、平成 26年4 月1 日から施行する。
